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酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付要綱 
令和３年１月２９日 

告示第５号 
（目的） 

第１条　この要綱は、地震による家具の転倒等の被害から住民の身体の安全を確保するため、

家具転倒防止器具等の購入又は取付費用を助成することを目的とする。 
（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 
(1)　家具　タンス、食器棚、本棚その他これらに類する床置き型の家具並びにテレビ、

冷蔵庫及びつり下げ型照明器具をいう。 
(2)　家具転倒防止器具等　家具の転倒又は落下を防止するために有効な器具及びガラス

の飛散を防止するために有効なフィルムをいう。 
（助成対象者） 

第３条　助成金の交付対象となる者は、次の各号の要件のいずれも満たす者とする。 
(1)　補助金の申請の際、町内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

に規定する本町の住民基本台帳に記録されている者であること。 
(2)　町税等の滞納がないこと。 
(3)　酒々井町暴力団排除条例（平成23年酒々井町条例第11号）第２条第２号に規定する

暴力団員ではないこと、かつ、同条第１号及び第３号に規定する暴力団及び暴力団員等

と密接な関係を有する者でないこと。 
（助成対象事業） 

第４条　助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、家具転倒防止

器具等の購入又は取付けとする。 
（助成金の額） 

第５条　助成金の額は、助成対象事業に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）の合

計額（その額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。）とす

る。ただし、当該合計額が１万円を超える場合にあっては、助成金の額は１万円とする。 
（助成金の交付申請） 

第６条　助成金の交付を申請しようとするときは、酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成

金交付申請書（別記第１号様式）によるものとする。 
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２　前項の申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 
(1)　申請者の本人確認ができるマイナンバーカード、運転免許証、パスポート等の写し 
(2)　町税等の納税に関する申告書（別記第１号様式の２） 
(3)　家具転倒防止器具等の購入又は取付けに係る領収書の原本（発行日から１年以内の

ものに限る。） 
(4)　家具転倒防止器具等の取付けに要した費用の内訳明細書（取付工事業者等に依頼し

た場合に限る。） 
(5)　家具転倒防止器具等の取付後の状況を証する写真 
(6)　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

３　第１項の申請書は、１回に限り提出することができる。ただし、助成金の交付を受けた

後、家具転倒防止器具等を取り付けた住居から転居し、又は当該住居を建て替えたときは、

この限りでない。 
（決定の通知） 

第７条　町長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当であると

認めたときは、速やかに助成金の交付の決定を行い、酒々井町家具転倒防止器具等購入費

助成金交付決定通知書（別記第２号様式）により交付申請をした者に通知するものとする。 
（決定の取消し） 

第８条　町長は、助成金の交付の決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、助成金の交付の決定を取り消すとともに、既に交付をした助成金の全部若しく

は一部の返還を命ずるものとする。 
(1)　偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 
(2)　助成金を他の用途に使用したとき。 
(3)　自らの責めに帰すべき事情により助成対象事業を中止し、又は廃止したとき。 
(4)　前３号に掲げるもののほか、この要綱に違反したとき。 
（助成金の請求） 

第９条　第７条の規定による通知を受けた者は、酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金

交付請求書（別記第３号様式）により助成金を請求するものとする。 
（その他） 

第10条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定

める。 
附　則 



3/7

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
附　則(令和８年告示第　　号) 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 
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別　記 
第１号様式（第６条関係） 
 

酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付申請書 
 

年　　月　　日　 
　（あて先）　酒々井町長 
 

申請者　住 所　酒々井町 
氏 名 
電 話 

 
　酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付要綱第６条の規定により、酒々井町家具転倒防

止器具等購入費助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 
 

記 
 

 
 
添付書類 
（１）　申請者の本人確認ができるマイナンバーカード、運転免許証、パスポート等の写し 
（２）　町税等の納税に関する申告書（別記第１号様式の２） 
（３）　家具転倒防止器具等の購入又は取付けに係る領収書の原本（発行日から１年以内の 

ものに限る。） 
（４）　家具転倒防止器具等の取付けに要した費用の内訳明細書（取付工事業者等に依頼し 

た場合に限る。） 
（５）　家具転倒防止器具等の取付後の状況を証する写真 
（６）　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 
家具転倒防止器具等の種類 設置箇所 設置家具 購入（取付）費用

 
円

 
円

 
円

 
円

 
円

 
合　　計　　金　　額　　（　税　　別　） 円
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第１号様式の２(第６条関係) 
 

町税等の納税に関する申告書 
(家具転倒防止器具等購入費助成金用) 

 
 

　　年　　月　　日 
 
 
（あて先）酒々井町長　 
 
 
 

                                          
(申請者) 

住  所　酒々井町 
氏  名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
電  話　　　　　　　　　　 

 
 
私及び世帯員は、酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付要綱第３条第２号の規定によ

る町税等（固定資産税・都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税、町・県民税）の滞納がない

ことを申告します。 
また、家具転倒防止器具等購入費助成金交付申請に際し、納税に係る調査を行うことを了解し、

調査の結果、町税等の滞納がある場合は、家具転倒防止器具等購入費助成金交付申請書を取り下

げいたします。
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第２号様式（第７条関係） 
 
 

酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付決定通知書 
 

　第　　　号 
年　　月　　日　 

 
　　　　　　　　　　様 
 

酒々井町長 
 
 
　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金の

交付について、下記のとおり決定しましたので通知いたします。 
 

記 
 
１．助成金交付決定額　　　　　　　　　　　　円 
 
２．助成金交付の条件 
　 　　次に掲げる場合においては、助成金の交付を取り消すとともに、既に交付をした助成金の

全部若しくは一部の返還を命ずるものとする。 
　　（１）　偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。 
　　（２）　助成金を他の用途に使用したとき。 
　　（３）　自らの責めに帰すべき事情により助成対象事業を中止し、又は廃止したとき。 
　　（４）　前３号に掲げるもののほか、この要綱に違反したとき。 
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第３号様式（第９条関係） 

 
酒々井町家具転倒防止器具等購入費助成金交付請求書 

 
年　　月　　日　 

　（あて先）　酒々井町長 

 
申請者　住 所　酒々井町 

氏 名 
電 話 

 

　　　　　年　　月　　日付け酒々井町指令第　　　号-　　で交付決定通知のあった酒々井町

家具転倒防止器具等購入費助成金について、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．助成金請求金額　　　　　　　　円 

 
２．助成金振込口座 

 
金 融 機 関 名 支 店 名

 
口 座 種 類 普通　・　当座 口座番号

 

口 座 名 義 人

（ふりがな）

 
（ 漢　字 ）


